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先年 、鉱物学 の雑誌 を見ていて吹管試験のや り方 の記事 を見つ けた。 ブンゼ ンバーナー の炎 に、
管 で長時間息を絶 や さず吹 き続 け る方法が説明 されているのを見て思い当たることがあった。
スイスにハイ ンツ ・ホ リガー というオー ボエの名演奏家がい るが 、彼 は演奏す る曲の どんな長い
フレー ズで も息継 ぎな しで吹 くテ クニ ックを完成 させた ということであ る。それを聞いたある人が
それはイン ドの ヨー ガの秘法の中の息 を吐 き続 ける呼吸法 と同 じで 、口に溜め た息を吐 きながら鼻
か ら吸 うのだ と教 えて くれた 。
吹管試験 ・オーボエ演奏法 ・イ ン ドの ヨー ガの秘法 では、まるで三題 噺のように異質 である。時
間的に言 って も、ホ リガーの編みだ したテクニ ックは彼 の演奏活動の中で開発 したものな ら、 ここ
30～40年の ことであ ろうし、吹管 試験 はせ いぜい100年来の技術 であろう。 それ に引 き替 えヨーガ
は5000年の歴史があ ると言われている。この様 に 、世 界中で時 と場所 を異 に して同 じ技術 が全 く別
個 に開発 された ことは数限 りな くあったで あろう。
この様 な例 を見 ると、現在の国際 、学際 、産業際等 で行 われてい る技術移転 一 最 新の ノウハ ウ
や特許 の情報流通 一 に留 まらず 、人類 の歴史の中で生 み出 され た知恵 をも っと有効に活用 で きな
い ものだろ うか と思 うことがある。現 に 、アフ リカや オース トラリアの原住民 の間で行われてい る
伝統的な治療法か ら未知 の新薬 を見つけだす研究が進め られていると聞いているが、地球規模 の、
大 きな知識 ベー スシステムを構築 し、何時 でも、何処か らでも これ らの技術 を登録す ることがで き、
誰 もが利用 で きる仕掛 を作れ ば、私たちの生活 をもっ と豊かにす ることに役立 てるこ とがで きるか
も知れ ないな どと想像 を退 し くしてい る。
最近の動 き
レポー ト紹介
第5回 技術予測調査の結果 について
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1。 最 近 の動 き/CurrentTopics
○講演会等/LecturesatNISTEP
12/14(月)rコラボレー シ ョンメデ ィアのデザ イン3
石井 裕(日 本電信電話(株)NTTヒ 」、一.マンインターフ ェー ス研究
所主管研究員)
[講演要 旨コ
人 間の知的共 同作業 をコンピュー タを用いて支援す る研究の動 向を、豊富な事例 で説 明す る と
共 に、 「コンピュー タによる支援」 と 「人々の協調活動 の理解」 とい う二面的視点か ら概念化 し
た。 さらに、 ヒューマ ンコミュニケーシ ョンの観点か ら、相手の顔 を見 ながら文字や絵 を使 って
会話 がで きる知的共 同作業用の装置"ク リアボー ド"を 開発 した。これは、大 きなガ ラス板 の両
側か ら絵 を描 きなが ら議論 をす る状 況を メタフ ァに した ものである。この クリアボー ドは、我々
がすでに持 ってい るスキルを最大に活か し、シー ムレスでオープンな共同作業空聞の実現 を 目指
してい る。
?
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○ 主要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
ll/5(木)金 宗 会(韓 国 原 子 力研 究所 長)
10(火)Dr.JarlForsten(フィン ラ ン ド技 術 研 究 セ ン ター副 所 長)
Dr.HeikkiKo}t担ainen(フィン ラ ン ド技 術 開発 セ ン ター 副 所 長)
Mr.TomGrahn(フィン ラン ド大使 館 産 業 ・技 術参 事 官)
17(火)鄭 淳(中 国 国家 科 学 技 術 調 査 団計 画 課 長 補 佐)
張 松 林(二 等 書記 官)他8名
30(月)
12/10(木)
11(金)
16(水)
Mr.RobertS.Cutler(AAASコンサ ル タ ン ト)
Dr.CharesCooper(国連 大 学INTECH所 長)他1名
Dr.ZhongXisheng(北京1里工 大 学北 京科 技 管 理 研 究 中心 副 秘 書 長)他4名
Dr.EvertOftV.Vargas(在日 ブ ラジル大 使 館 参 事 官)
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H。 レ ポー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
「第5回 技 術 予 測 調 査 」 の結 果 に つ いて
一我 が 国 に お け る技術 発 展 の方 向性 に関 す る調 査 －
The5thTechnologyForecastSurvey
'》FutureTechRologyinJapan《v
第2調 査研究 グル ープ
科学技術庁 では、長期的視 点に立 って我 が国 の技術発展の方向を探 るため 、1971年 以来約5
年毎にデル ファイ法 による技術予測調査を実施 して きている。本調査 は、その5回 目として、今回
から科学技術政策研究所が担 当 して、今後30年 間にわたる技術予測調査 を実施 し、11月26日
に発表 した ものであ り、その概要 を紹介す る。
1.調 査の方法
(1)対象分野 と課題数:
分 野 課題数 分 野 課題数
1。 材 料 ・プ ロセ ス 108 10。農 林水 産 74
2.情 報 ⑧エ レ ク ト ロ ニ ク ス 106 11.生 産 72
8。 ラ イ フ サ イ エ ン ス 98 12.都市 ・建 築 ・土 木 65
4。 宇 宙 46 13.通 信 65
5.素 粒 子 40 14.交 通 62
6.海 洋 ・地 球 82 15。保 健 ・医療 109
7.鉱 物 ・水 資 源 39 16.社会生 活 82
8.エ ネ ル ギ ー 51
9.環 境 50 合 計 1,149
(2)調査手法:デ ル フ ァイ法(ア ンケ ー ト調査 を2回 実施 。2回 目については、
答者 に提示 し意見 を収れん させ る。)
(3)調査項 目 。
1回目の結果を回
①重要度
②実現予測時期
③国際共同開発の必要性
④現在の研究開発水準の内外比較
⑤実現に際しての阻害要因
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(4)アンケー ト調査 の実施概要
①調査 の実施状況
区 分 対象者数 回答者数 回収率
第1回 調 査(1991。7)
第2回 調 査(1991.12)
3,384人
2,781人
2,781人
2,385人
83%
86%
②回答者の内訳(第2回 調査)
会社 関係者879人(37%)
大学 関係者864人(36%)
公設研究所 関係者849人(15%)
特殊法人 ・その他293人(12%)
2.調 査結果の概要
報告書 は各分野毎 の調査結果及び分野横断的 な分析 に より構成 されてい るが 、ここでは分野横断
的な分析 の一部 について示す こととす る。
(1)重要度
全分野 を通 じて重 要度 が高 いとされた課題の全体的な傾 向 としては、環境保全 、疾病 の克服 、防
災 とい った"健 康で安心 な生活"を 目指 した課題が多い(重 要度「大」の比率が80%以 上 の43課
題中 、85課 題が該当す る)。 以下に 、最 も重要度が高 い とされ た5課 題 について示す 。
課 題 重要度 実現予測時期
(以下 に示す課題 は全文ではな く、省略形で ある) 「大 」(%) (年)
大気汚染物質(NOx等)の除去技術の実用化 94 2003年
演算速度10テ ラFLOPSを 超 える コン ピュー タの実用化 93 2004年
すべての種類のがんのがん化機構の解明 93 2010年
がん転移を防ぐ有効な手段の実用化 92 2007年
全世界的な地球環境保全対策の普及 91 2011年
(2)実現予測時期
実現予測時期 の分布を以下 に示す 。課題全体で は、2001年 《-2010年 に実現す る と予測 さ
れた課題が約8割 を占めてい る。
実現 時期が早 く予測 された課題は 、 「都市 ・建築 ・土木」分野 、 「海洋 ・地球」分野等 でその比
率 が高 く・社会的イ ンフ ラス トラクチ ャの整備 ・充実や気象観測 ・予測技術等の早期展開 が期待 さ
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れ る。
これ に対 して 、実現時期が遅 く予測 された課題 は、 「ライフサイエ ンス」分野 、 「宇宙」分野等
で その比率が高 い。脳機 能の解 明、アル ツハイマー型痴呆の治療 、有人宇宙船 の火星着陸 のように
基礎研究や大規模技術開発に関す るものが多 く、いずれ も長期 的な取 り組みが必要 な課題 であ る。
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実現予測時期の早い課題の多 い分野別
一 ① 「都市 ・建築 ・土木」分野
・・… ② 順 洋 ・地斑 分野
実現時期 の遅い課題 の多い分野
一 一 ③ 「ライフサイエ ンス」分野
一 ・… ④ 「宇宙」分野
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非実現(年)
(3)実現 に際 しての阻害要因
回答者 の過半数が指摘 した阻害要因 としては、以下 に示 すよ うに、技術的阻害要因(全 課題 の8
3%)、 市場 における競争力 の問題等 の コス ト面 の阻害要因(同32%)、 研究開発資金 の確保等
の資金 的阻害要因(同16%)の 順 とな っている。
実現に際しての阻害要因 回答者の過半数が選択 した課題の比 率(%) 各要因の比率の高い分野
く上位2位 まで)
技 術 的 材料 ・プロセス
素粒子
(100%)
(100%)
183.
制 度 的 ]2 都市 ・建築 ・土木
通 信
(12%)
(6%)
文 化 的 11 社会生活
都市 ・建築'土木
(7%)
(7%)
コ ス ト 面
エネルギー
交 通
(82%)
(69%)
132
資 金 的 116 宇 宙
海洋 ・地球
(93%)
(51%)
人 材 の 養 成 ・確 保 面 ]1 ライ フサ イ エ ンス
環 境
(6%)
(4%)
伽 ・瞬 蜘 発㈱ 間 にっいて{ma¥Mht選ueした蜘 が賄 であるため,翻 してある。
2・本調査囎 については・徽 回答(二 つ以内)が 可とな・ているため,比aＬopgatCSIoo%捉えてvる。
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(4)関心が高いと思われる課題の例及びその実現予測時期
(以下 に示す課題 は全文ではな く、省略形 であ る)
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
201C
2011
・都市 ゴ ミか ら有価物を回収す る経済的な分別、分離法 の実用化
・腎、心 、肝等 の臓器移植が欧米 なみに行われ る。
e1ギガ ビ ットメモ リ級以上 の超LSIチップの実用化
・ 遺伝子操作 による作物 の品種改良(収 量、対病性、耐 寒性等)の 実 用化
・都市 ゴ ミ等を可燃物、金属 、ガラス類等 に自動分別す る技術 システムの普及
・高密度運行 と安全性 向上 に対処 す る、航 空機 の位置 ・時間管理 システムの開発
・がんの早期発見体制が社会 的に充実 して、がんの5年生存率の平均が70%を越 える。
・在宅で健康状態が チェ ックでき、適切 な診断が受 け られ るシステムの実用化
・テレビ電話等 の発達に より面談 ・折衝以外 の一般事務部門で在宅勤務 が普及
・排泄 や入浴等 の看護 を対象者 に合わせて行 う多 目的看護 ロボ ットの実用化
・大気 中の二酸 化炭素の発生 と消滅 の正確な メカニズムの解明
・マイ クロマシンが、バ イオ、微細加工 ・組立、半導体製造等 の各種作業 において実用化
・通勤利用 に耐 える充電容量のバ ッテ リーが 開発 され、電気 自動車が普及
・血液透析 に代替す る、装着 もし くは埋込型人工腎 の開発 され る。
・火山噴火 の2～3日 前 の確実な予測
eAIDSの治療法 の確立
・住宅電力供給用 の太陽電池 の普及
・最高時速500km程度の超電導磁気浮上鉄道 の実用化
・動脈硬化の非常 に有効 な治療法 の実用化
・液体窒素(77K)以上の臨界温度 をもつ超電導材 料 を用いた産業用電気機械 の普及
eオゾンホール修復用 の航空機搭載型粒子加速器の開発
㊥リアル タイム日英 間 自動通訳電 話の開発
・家庭用 メガネなしの立体放送 の実用化
・地震 、地滑 り等の地域予知防災 システムの普及
。太陽 エネルギーの生物化学 的エネル ギー化技術(変換 、貯蔵等)の実用化
・材料 中にセ ンサ・プログラ ミング・エフ ェクタ機能 を取 り入れた知能化材料 の開発
・人 間の記憶 ・認識 ・学習の メ カニズムの解明及び計算機応用のためのモデル化
eヒ ト染色体のDNAの 全塩基配列 の決定
。マグニチ ュー ド7以上 の地震の発生 の有無 を数 日前に予測す る技術の開発
・すべての種類 のがんのがん化機構の解明
・アル ツハ イマー型痴呆 に対 す る有効 な予防法の開発
?
?
?
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2013⑤老化 の機構の解 明
2015・月面上 に南極 の昭和基地の ような宇宙観測用恒久有人基地が実現
2017e常温 に転移点 をもつ超電導体の開発
(5)第1回調査(1971年)の 結果 の評価e分 析
第1回 調査当時に予測 した課題 が現 時点で実現 してい るかど うかの評価 を試み た。第1回 調査の
時の予測課題 は5部 門に分かれ 、合計644課 題 であ るが 、そのうち580課 題 を調査 の対象 とし
た(1991年 以前 に実現す ると予測 され た課題及び1992年 以降に実現す ると予測 され既 に実
現 した課題)。 部門 ごとに評価を行 った結果 は以下の とお りであ り、部 門によってかな りの差 がみ
られ るものの、実現又は一部実現 した課題 の割合 は64%と な った。
部 門 対象課題数 実現課題数
一部実現
課題数
非実現
課題数 実現率(%〉
一部実現を
含む実現率(%)
社 会 開 発 119 23 47 49 19 59
情 ・報 96 40 35 21 42 78
医 療 保 健 73 21 36 16 29 78
食糧農業 92 22 45 25 24 73
工業 ・資源 ユ50 4ユ 30 79 27 47
合 計 530 ユ47 193 190 28 64
㈱i実現率:530課 題に対する,実 現課題数の比率
一部実現を含む実現率:530課題に対する,実現課題数と一部実現課題数との合計の比率
斑 。その他/OtherTopics
○海外出張報告
e燃焼 、省 エネルギー 、産業公害 に関す るワー クシ ョップ出席 について
第4調 査研究 グルー プ総括上席研究官 坂本 保
イ ン ドネシア、 ジャカル タ市 でH月16E1(・19日まで開催 された本 ワー クシ ョップに出席す る機
会があった。この ワー クシ ョップは 、イ ン ドネシァェ業者 、通産省 、(社)産 業公害防止 協会が
共催 し、イン ドネシア工業省関係研究者 、 ジャカル タ市公害 関係研究者 、企業技術者等 がメ ンバ
ー とな り、今後の環境対策 を進め る場合 の技術 的問題について議論を行 った。
・fンドネシア国 は1人 当た りGDPが 約600US$(日 本18000US$)と 発展途 上に
あ り、環境に配慮 した中での一層 の工業化の推 進を図 ることが国策 として重要 となって い る。
これ に伴い 、工場 か らの汚染物質 、また都市部の 自動車排気 ガス等 、多 くの環境 問題 をかか え、
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これ らは増加 する傾向 にあ る。
今後 、イン ドネ シア国の環境対策 が推進 され るためには、多 くの時 間、人材 、予算が必要であ
ることを痛感 した。
・アジアの酸性雨と排出物に関する会議出席について
第4調査研究グループ上席研究官 五藤 隆彦
ア ジア地域 は、人口 も多 く、また非常 な勢 いで経 済成長 を とげてい るが、それにつれ て大気汚
染 も進行 して いる。しか し、欧米 に比 してエネルギー消費 や酸性雨を発生 させ る排出物 に関す る
研究は進 んでいない ことか ら、 「アジアの酸性雨 と排出物 プロジェク ト」の国際的調査組織 とし
てUSDOE(U.S.DepartmentofEnergy)の後援のも とに タイの アジア工科大学(AIT)により本会議 が
組織 されたもので ある。今 回は第4回 にあた り、11月16～17日にバ ンコク郊外 のAITで開催 され 、
アメ リカ、イギ リス、オランダ、ノル ウェー 、オー ス トリア 、オース トラ リア、日本 、タイ 、フ
ィリピン、ベ トナ ム、インls、イン ドネシア、韓国 、バ ングラデ シュの14ケ国か ら32名の科学者が
参加 した。
今回の会議 で討議 され た内容 は 、大 き く分 けて2種に分類で きる。一 つは 、エネルギー消費 や排
出物 の推計 ・分析 に関す るもので 、出張者か らも 「アジアのエ ネルギー消費構造 と地球環境 汚染
物質排出量の動態分析(NISTEPREPORTNo.21)」について説明 した。もう一 つは、1.メ ッシ ュで
の大気汚染の シ ミュレー シ ョンモデルの構築 に関す るもので あるが、国際的な共 同作業 として行
われている。
会議 の最後 にまとめ として、エネルギーの消費 と排 出物が増加 している実態の再認識 、本会議
の取 り組 みの重要性 の再確認等がな され たが 、一方 で 、あるアジアの研究者か ら、ア ジアの エネ
ルギー消費 と排出物増加 は確か に問題 であるが 、現在 も主要 なエネルギー消費国は先進国で あ り
アジア各 国のそれは例 えばアメ リカに比べればわずかであること、アジアの国々は まだ経済発展
が必要であ り経済を抜 きに した議論は不毛で あ ること等 の意見が出 され、環境問題 の難 しさがあ
らためて浮 き彫 りにされた。
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担 当:情 報 シ ス テ ム課)
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